
各務原市新型コロナウイルス感染症の影響による離職者に対する介護人材就職

促進事業給付金交付要綱 

（令和３年９月３０日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症を

いう。以下同じ。）の影響により離職した者の早期の再就職を祝うとともに、介護

サービス事業所（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４０条、第５２条及び

第１１５条の４５に規定するサービスを提供する事業所をいう。以下同じ。）の人

材不足を改善することで市民への安定的な介護サービスの提供を確保することを目

的として、当該再就職をした者に対し、祝い金及び定着一時金（以下「給付金」と

いう。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象者） 

第２条 祝い金の交付の対象となる者は、新型コロナウイルス感染症の影響による離

職者（自己都合の退職、会社都合の退職等にかかわらず、令和２年１月１日以後に

新型コロナウイルス感染症による理由で退職し、又は廃業した者をいう。以下同じ。）

で次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）令和３年１０月１日から令和４年３月３１日までの間に、期限を定めない雇用

契約の介護職員（主たる業務として直接介護に従事する職員をいう。以下同じ。）

又は所定の勤務時間の上限で働く介護職員として新たに市内の介護サービス事業

所に採用された者であること。 

（２）新型コロナウイルス感染症の影響による離職者となった後、前号の介護サービ

ス事業所以外の職歴があった場合は、直近の前職が短時間労働者（短時間労働者

及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第７６号）

第２条第１項に規定する短時間労働者をいう。以下同じ。）であること。 

（３）交付の申請の日において介護サービス事業所の職員として在職していること。 

（４）この要綱による祝い金の交付を受けていない者であること。 

２ 定着一時金の交付の対象となる者は、祝い金の交付の対象となる者で、次の各号

のいずれにも該当するものとする。 

（１）交付の申請の日において６か月以上当該介護サービス事業所の職員として在職



していること。 

（２）この要綱による定着一時金の交付を受けていない者であること。 

（給付金の額） 

第３条 祝い金の額は、１人につき１万円とし、定着一時金の額は、１人につき１０

万円とする。 

（交付申請） 

第４条 給付金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）が給付金の交

付を受けようとするときは、在職する介護サービス事業所の代表者（以下「代理申

請者」という。）が各務原市新型コロナウイルス感染症の影響による離職者に対す

る介護人材就職促進事業給付金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

（１）新型コロナウイルス感染症の理由により退職した者にあっては、当該退職が令

和２年１月１日以後であることを確認することができる雇用保険受給資格者証の

写し又は退職証明書 

（２）新型コロナウイルス感染症の理由により廃業した者にあっては、個人事業の開

業・廃業等届出書の写し又は当該廃業が令和２年１月１日以後であることを確認

することができるもの 

（３）直近の前職が短時間労働者であった者にあっては、就労形態証明書（様式第２

号）又は短時間労働者であったことを確認することができるもの 

（４）第２条第１項第１号に該当することを確認することができる現職の雇用契約書

等の写し 

（５）交付対象者の各務原市新型コロナウイルス感染症の影響による離職者に対する

介護人材就職促進事業給付金代理申請委任状（様式第３号）の写し 

２ 前項の規定による申請は、祝い金については令和４年５月２日まで、定着一時金

については令和４年１０月３１日までに行わなければならない。 

３ 祝い金の交付を受けた者について定着一時金の交付の申請をするときは、第１項

各号に掲げる書類の提出を省略することができる。 

 （給付金の交付） 

第５条 市長は、前条の規定による給付金の交付の申請があったときは、その内容を

審査し、適当と認めたときは、速やかに交付対象者に当該給付金を交付するものと

する。  



（不交付の通知） 

第６条 市長は、前条の規定による審査により、給付金の交付が適当でないと認めた

場合は、各務原市新型コロナウイルス感染症の影響による離職者に対する介護人材

就職促進事業給付金不交付通知書（様式第４号）により代理申請者に通知するもの

とする。 

（給付金の返還） 

第７条 市長は、偽りの申請その他不正な行為により給付金の交付を受けたと認めた

ときは、給付金の全部又は一部について、返還させることができる。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和４年１１月３０日限り、その効力を失う。ただし、第７条の規

定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 


